
【事務事業の概要】

69 133

事業開始年度 平成19年

事務の種類（選択） 自治事務

関連事務事業

【人件費の推移】
25年度実績 26年度計画

従事者数（人） 1 1
活動日数（日） 122 122
人件費（千円） 4,392 4,392
従事者数（人）
活動日数（日）
人件費（千円）

【事業費の推移】
25年度実績 26年度計画

49,196 79,565

　　うち一般財源 1,257 370
　　うち国県支出金 47,939 79,195
　　うち地方債
　　うちその他

【指標】

単位 24年度実績 25年度実績 26年度計画

人/年 523 187 122

単位 24年度実績 25年度実績 26年度計画

回/年 197 67 72

計算式等 単位 24年度 25年度 26年度
目標値 78 60 60
実績値 91 57
達成度(%) 117% 95%

計算式等 単位 24年度 25年度 26年度
目標値
実績値
達成度(%)

整理番号

　十和田市地域雇用創造計画
　地域再生計画（地域再生法第５条第１項）根拠法令等

商工労政課

十和田市事務事業評価シート

　国内の景気は緩やかな上昇を示しつつあるが、十和田市における有効求人倍率は低く
推移しており、今後も厳しい雇用状況が続くと推測されることから、地域産業の振興・活性
化に繋がる人材育成の強化が必要とされる。

背景や経緯等

事務事業名

実施計画番号

雇用創造のための推進事業

担当課名

人/年

4,392

正職員以外（選択↓）

　

計算式等

活動指標名①

成果指標名①

38,589

アウトカム指標（就職者数）

実施状況

24年度実績

1
122

成果指標

正職員

　地域経済を活性化させ、多くの雇用の創出が期待される事業と認められ、厚生労働省委託事業「実践型地
域雇用創造事業」を平成２５年度から３年間実施する。就職に向けたスキルアップのため各種研修会、セミ
ナー等を実施することはもとより、実践メニューにおいては「ひめます加工品開発事業」と「十和田ねぎブラン
ド化推進事業」に取組むことことで、十和田市内での雇用創出を図る。
・雇用拡大メニュー　=　販路拡大セミナー６回、観光地再生セミナー６回を開催し、１００人の受講者を確保し、雇用につなげた。
・人材育成メニュー　=　おもてなし研修やお客様満足度UP研修など６講座を開催し、１４０人の受講生のスキルアップを図り雇用につなげた。
・就職促進事業　=　求人情報の提供や各種研修・セミナーの募集案内、事業成果のブログ等ホームページから情報提供した。(インターネットによる情報
発信)
・実践メニュー　=　ひめます及びねぎを対象とした加工品開発及び試験販売による消費者ニーズ調査を行った。

事務事業の目的

38,802

研修・セミナー開催日数

計算式等

事業費合計（千円）

活動指標

24年度実績

活動指標名②

成果指標名②

213

アウトプット指標（事業利用者数）
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整理No
計画No

【担当課による検証】
評価 点数

0 / 4

② A 2

1 / 6

④ A 2

⑤ B 1

0 / 6

⑦ A 2

⑧ A 2

0 / 4

⑩ A 2

19 / 20 1 / 20

【点数化による検証】

19 点です。 1

【担当課長による評価】

⇒

⑥

成果指標から見る有効性
　成果指標の目標達成状況は、順調に推移し
ているか

事務事業の見直しの余地
　成果を向上・安定させるため、事務事業の見
直しの余地はあるか

Ａ　コストに無駄がない
Ｂ　検討の余地あり
Ｃ　可能である
★　実施済

　研修・セミナー等の事業利用者数と、利用者
のうち就職した者の数の両方において目標値を
ほぼ達成した。また、十和田湖の特産のひめま
す加工品開発事業は、その有効利用と消費拡
大を図るため、加工品開発に取り組み、、十和
田ねぎブランド化推進事業では、ねぎの生産か
ら加工、販売まで一体的に行う６次産業化のモ
デルプランの構築に取り組んでおり、今後のさ
らなる成果の向上を図っている。

事業費の削減の余地
　事務手順の見直しや正職員以外での対応に
より、成果を下げずにコスト削減は可能か

③

6

活動指標から見る有効性
　活動指標の実績は、順調に推移しているか

検証（選択）

受益者負担適正化の余地

成果向上の余地

Ａ　見直しの余地はない
Ｂ　検討の余地あり
Ｃ　見直すべき

4

Ａ　コストに無駄がない
Ｂ　検討の余地あり
Ｃ　可能である
★　実施済

2

Ａ　順調である
Ｂ　あまり順調ではない
Ｃ　順調ではない

　市内の多くの企業や住民が当該事業を利用
し、スキルアップや就職に役立てたり、様々な製
品の提供を受けるなどし、受益者の偏りは無い
と考える。また、利用料は無料であるため、負担
見直しの必要性は生じない。

コスト削減の余地

今後の具体的な取組方策と狙う効果

点です。

当該事業の今後の方向性（選択）

当該事業の現在の適性は20点中 当該事業の改善の余地は20点中

これまでの行った事業以外にも、より雇用の創出に結びつく効果的な研修・セミナー等を実施したり、市内への集客に繋がる魅力的な商品開
発や商品等の情報発信に取り組む必要がある。また、事業の利用を促進するため、より効果的周知・広告を市民に向けて行っていく事も必
要である。

現状のまま継続

十和田市における有効求人倍率は依然として低く、市民の雇用創出に向けた事業を引き続き展開していく必要があることから、引き続き当
該事業の更なる充実を図る。

方向性の理由

改善の余地

受益の偏り
　現在の受益は公平か。特定の個人・団体に
受益が偏っていないか

A

効
率
性

他の事務事業との統合・連携
　類似又は関連事業との統合・連携により、成
果を下げずにコスト削減は可能か

民間委託等
　民間委託・指定管理者・ＰＦＩ等により、成果を
下げずにコスト削減は可能か

　市内の雇用を推進する事業については類似
するものはなく、また、国の規定により委託金で
賄えない部分のみ、市からの補助を受けて運営
しているため、コストに無駄がないと考える。

現在の適性

公
平
性

⑨

十和田市事務事業評価シート

合計

4

5

ポイント

2

存在意義の見直しの余地

有
効
性

①
妥
当
性

69
133

Ａ　薄れていない
Ｂ　幾分薄れている
Ｃ　薄れている

A

市民ニーズ等から見る妥当性
　市民ニーズや時代潮流の変化により、事務
事業の役割が薄れていないか

Ａ　妥当である
Ｂ　あまり妥当ではない
Ｃ　妥当ではない

Ａ　順調である
Ｂ　あまり順調ではない
Ｃ　順調ではない

検証の理由

　就職・創業に役立つスキルを身につけたいと
いう市民のニーズを充足する事業の実施や、十
和田の地域資源を活用した魅力的な加工品や
商品の開発をおこなっており、市民からの多くの
好評を得ている。一方、.事業を実施する民間事
業者は存在せず、競合は無いことにより、引き
続き行政が主体となって行う必要がある。

実施主体である妥当性
　行政が実施することが妥当か（民間と競合し
ていないか）

受益者負担の見直しの余地
　現在の受益者負担は適切か。見直しの余地
はあるか

2

A

Ａ　コストに無駄がない
Ｂ　検討の余地あり
Ｃ　可能である
★　実施済

A 2

Ａ　見直しの余地はない
Ｂ　検討の余地あり
Ｃ　見直すべき

Ａ　偏っていない
Ｂ　多少偏っている
Ｃ　偏っている

2/2


